
１．継続事業の前提に関する注記

　　該当なし

２．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　該当なし

(２) 固定資産の減価償却の方法
　・定額法による
　・残存価格は０円（備忘価格１円）
　・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
　・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

（３）引当金の計上基準

　　該当なし

３．重要な会計方針の変更

　　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

　　㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、ｻｰﾋﾞｽ区分
　当法人の作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
　（１）計算書類等
　・法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
　・事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
　・社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　・公益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　・財産目録

（２）拠点区分
　社会福祉事業　
　・本部拠点区分
　・みどりデイサービスセンター拠点区分
　・グループホームみどり拠点区分
　・元気町デイサービスセンター拠点区分
　・玉松ホーム拠点区分
　・かもめデイサービスセンター拠点区分
　・みどりヘルパーステーション拠点区分

　公益事業
　・みどりホーム拠点区分

計算書類に対する注記（法人全体用）　



６．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 163,204,000 0 0 163,204,000
建物 547,398,602 0 17,299,920 530,098,682

合　　　　　計 710,602,602 0 17,299,920 693,302,682

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

4,883,187円
7,688円

８．担保に供している資産

　　該当なし

９．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
22,928,850 0 22,928,850
33,332,005 17,014,024 16,317,981

構築物 7,941,280 5,901,095 2,040,185
車輌 40,100,795 39,057,853 1,042,942
器具・備品 43,190,962 36,372,777 6,818,185
機械・装置 500,000 499,999 1
無形固定資産 3,791,355 3,746,643 44,712
権利 3,031,680 55,301 2,976,379

154,816,927 102,647,692 52,169,235

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

債権額
徴収不能引当金
の当期末残高

　債権の当期末
残高

50,163,101 0 50,163,101
50,163,101 0 50,163,101

１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

　　該当なし

事業未収金
合　　　　　計

土地
建物

合　　　　　計

建物　　　　　取り崩し　　　
器具・備品　取り崩し       



１２．関連当事者との取引の内容

　　関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

　　該当なし

１３．重要な偶発債務

　　該当なし

１４．重要な後発事象

　　該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　該当なし





１．重要な会計方針
　　(1) 固定資産の減価償却の方法
　　・定額法による
　　・残存価格は０円（備忘価格１円）
　　・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
　　・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

　　該当なし

３．採用する退職給付制度

　　㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
　　（１）本部拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 163,204,000 0 0 163,204,000
建物 547,398,602 0 17,299,920 530,098,682

合　　　　　計 710,602,602 0 17,299,920 693,302,682

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

　　建物　取り崩し　3,454,937円

７．担保に供している資産

　　該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

163,204,000 0 163,204,000
705,849,599 175,750,917 530,098,682
22,928,850 0 22,928,850

構築物 2,310,000 1,728,999 581,001
権利 1,131,230 0 1,131,230

895,423,679 177,479,916 717,943,763

土地（基本財産）
建物（基本財産）
土地

合　　　　　計

計算書類に対する注記　（法人本部拠点区分）



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

　　該当なし

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は以下のとおりである。

　　　該当なし

１１．重要な後発事象

　　　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　　該当なし





　　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は以下のとおりである。



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
   （１）みどりﾃﾞｲ拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

  該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

   器具・備品　　耐火書庫取り崩し　7,686円

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

12,796,002 12,073,694 722,308
16,263,547 14,251,762 2,011,785

その他の固定資産（ソフトウエア） 743,310 698,598 44,712
29,802,859 27,024,054 2,778,805

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

計算書類に対する注記　（みどりﾃﾞｲ拠点区分）

車輌
器具・備品

合　　　　　計



   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
　徴収不能引当
金の当期末残高

　債権の当期末
残高

9,896,497 0 9,896,497
9,896,497 0 9,896,497

10.満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

    満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

　　該当なし

１１．重要な後発事象

　　　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　　該当なし

合　　　　　計
事業未収金





    満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
  （１）グループホームみどり拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

   建物付属設備　スプリンクラー　取り崩し　871,750円

７．担保に供している資産

    該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
6,982,500 6,182,418 800,082

372,330 352,717 19,613
2,005,531 1,808,253 197,278

権利 94,500 0 94,500
9,454,861 8,343,388 1,111,473

計算書類に対する注記　（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑみどり拠点区分）

建物付属設備
構築物
器具・備品

合　　　　　計



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
　　徴収不能引当
金の当期末残高

債権の当期末残高

8,733,400 0 8,733,400

8,733,400 0 8,733,400

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

     満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

     該当なし

１１．重要な後発事象

      該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

     該当なし

合　　　　　計

事業未収金



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
   （１）元気町ﾃﾞｲ拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

    基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

   該当なし

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
13,370,086 13,370,082 4
13,335,624 11,559,565 1,776,059
1,768,200 1,768,200 0

権利 301,640 0 301,640
28,775,550 26,697,847 2,077,703

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

計算書類に対する注記　（元気町ﾃﾞｲ拠点区分）

車輌
器具・備品
その他の固定資産（ソフトウエア）

合　　　　　計



   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
徴収不能引当金
の当期末残高

　債権の当期末
残高

8,151,600 0 8,151,600

8,151,600 0 8,151,600

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

  満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

    該当なし

１１．重要な後発事象

     該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

     該当なし

合　　　　　計

事業未収金



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
   （１）玉松ホーム拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

   建物付属設備　スプリンクラー　取り崩し　556,500円

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
11,291,805 6,395,291 4,896,514
2,183,500 2,183,498 2
1,710,000 1,389,375 320,625

器具・備品 3,266,050 2,671,580 594,470
18,451,355 12,639,744 5,811,611

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

計算書類に対する注記　（玉松ホーム拠点区分）

建物
構築物
車輌

合　　　　　計



   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
　徴収不能引当
金の当期末残高

債権の当期末残高

8,441,686 0 8,441,686
8,441,686 0 8,441,686

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

     満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

     該当なし

１１．重要な後発事象

     該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

    該当なし

合　　　　　計
事業未収金



１．重要な会計方針
   (1) 固定資産の減価償却の方法
   ・定額法による
   ・残存価格は０円（備忘価格１円）
   ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　 残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
   ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１）かもめﾃﾞｲ拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

   該当なし

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
833,700 239,688 594,012

11,804,707 11,804,703 4
6,440,800 4,401,475 2,039,325

その他の固定資産（ソフトウエア） 807,345 807,345 0
権利 1,381,750 0 1,381,750

21,268,302 17,253,211 2,633,341

計算書類に対する注記　（かもめﾃﾞｲ拠点区分）

構築物
車輌
器具・備品

合　　　　　計



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
　徴収不能引当
金の当期末残高

　債権の当期末
残高

9,004,742 0 9,004,742

9,004,742 0 9,004,742

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

   満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

   該当なし

１１．重要な後発事象

   該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

    該当なし

合　　　　　計

事業未収金



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
  （１）みどりﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝ拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

   該当なし

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
15,057,700 4,436,315 10,621,385

323,190 323,189 1
500,000 499,999 1

その他の固定資産（ソフトウエア） 472,500 472,500 0
16,353,390 5,732,003 10,621,387

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

計算書類に対する注記　（みどりﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝ拠点区分）

建物
器具・備品
機械・装置

合　　　　　計



   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
　徴収不能引当
金の当期末残高

　債権の当期末残
高

5,935,176 0 5,935,176
5,935,176 0 5,935,176

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

   満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

   該当なし

１１．重要な後発事象

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

    該当なし

合　　　　　計
事業未収金



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
  （１）みどりホーム拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

   該当なし

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
2,241,750 1,396,193 845,557

420,000 419,999 1
1,556,220 1,356,953 199,267

権利 122,560 55,301 67,259
4,340,530 3,228,446 1,112,084

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

計算書類に対する注記　（みどりホーム拠点区分）

構築物
車輌
器具・備品

合　　　　　計



   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

   該当なし

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

   満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は以下のとおりである。

    該当なし

１１．重要な後発事象

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

    該当なし


